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Ⅰ．はじめに

　本稿の目的は，プラスチック用金型製造企業，

プレス用金型製造企業，鍛造用金型製造企業の

経営成果や企業行動の違いを競争力の概念を用

いて試論的に説明することである。これまでに，

筆者は株式会社帝国データバンクとの共同研究

と聞き取り調査に基づき，プラスチック用金型

(藤川(2016b))，プレス用金型（藤川(2014))，

鍛造用金型（藤川(2016a))の大手に位置する金

型製造企業の競争力を改善能力と対応能力とい

う2つの概念から検討してきた。そのことを踏

まえ，本稿では，金型製造企業における型種間

の売上額の増減やそれを改善するための取り組

みに関する差異を生み出す要因を改善能力と対

応能力の2つの次元から整理することを試みる。

　本稿の叙述は次のようになる。Ⅱの金型製造

企業の構造的な不況では，近年の金型産業の製

造品出荷額の動向を型種別と企業規模別で考察

する。そして，Ⅲの型種別に見た金型製造企業

の事例では，聞き取り調査の結果から得た売上

額上位のプラスチック用金型製造企業，プレス

用金型製造企業，鍛造用金型製造企業の概要，

経営成果の推移，それに対する各社の取り組み

を把握する。さらに，Ⅳの構造的な不況下にお

ける金型製造企業の競争力では，競争力の2つ

の焦点である改善能力と対応能力がどのような

ものかを提示し，3つの型種を手掛ける企業の

経営成果とその取り組みの相違をそれらの概念

を用いて分析している。

Ⅱ．金型製造企業の構造的な不況

1．金型産業における製造品出荷額の変遷

　今日の金型製造企業が直面する構造的な不況

を数値から検討してみる。図表1は，1967年か

ら2013年までの工業統計表（産業編）を用いて

金型産業における製造品出荷額と事業所数を捕
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捉したものである1)。図表1を見れば，1967年

の金型産業は製造品出荷額が600億円程度，事

業所数が3,000事業所にも満たなかった。その

後に順調に推移し，製造品出荷額は1991年の1

兆9,500億円，事業所数が1990年の1万3,000事業

所前後でピークを迎えている。そして，2013年

には製造品出荷額が1兆2,500億円，事業所数が

8,000事業所まで低迷している。とりわけ，製

造品出荷額ではピーク時以降の1994年，2002年，

2010年で落ち込みが激しいことが読み取れる。

また，事業所数ではピーク時以降に小刻みに変

動しながら減少していることが理解できる。こ

のように，近年の金型製造企業は非常に厳しい

局面に立たされていると言えよう。

2．型種別の製造品出荷額

　ただし，ここで見た製造品出荷額の動向は，

型種や企業規模によって大きく異なる。図表2

は，工業統計表（品目編）の製造品出荷額の

ピークであった1991年を基準値（1）とし，｢プ

レス用金型｣，｢鍛造用金型｣，｢鋳造用金型(ダ

イカスト用を含む)｣，｢プラスチック用金型｣，

｢ゴム・ガラス用金型」を手掛ける事業所の製

造品出荷額を列挙したものである。それを見れ

ば，2013年時点では，鍛造用金型を除く全ての

型種でピーク時よりも下回っている。その中で

も，プラスチック用金型とゴム・ガラス用金型

を製造する事業所は，ピーク時の5割程度にま

で落ち込んでいることがわかる。また，各々の

型種を先ほどの落ち込みが激しい1994年，2002

図表 1　金型産業の出荷額と事業所数の推移
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注：1966年以前の工業統計表（産業編）では，「金型，同部分品，付属品製造業」の項目がなく，「金属工作機械用，金属加工機械用部分品，付属品製造業」に含まれている。
注：1980年以降，西暦末尾の0年，3年，5年，8年以外の年の4名以下の出荷額と事業所数は推計値を利用した。
出所：経済産業省『工業統計（産業編）』各年度版から筆者作成。

1） 1967 年以前の工業統計表（産業編）では，金型産業単独の「金型，同部分品，付属品製造業」の分類がなく，
「金属工作機械用，金属加工機械用部分品，付属品製造業」の一部に含まれている。そのため，金型産業とし
て製造品出荷額や事業所数を把握することができるのは 1967 年からである。
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年，2010年の3時点を中心に把握すれば，プレ

ス用金型を製造する事業所は2010年に5割程度

にまで落ち込むが，回復の兆候を見出すことが

できる。そして，鍛造用金型を製造する事業所

は1994年に若干落ち込んだものの，ピーク時を

上回り続けていることがわかる。あるいは，鋳

造用金型（ダイカスト用を含む）を製造する事

業所はプレス用金型と同様，2010年まで堅調に

推移し，以降の落ち込みに対しても回復の兆し

が見られる。それに対し，プラスチック用金型

を製造する事業所は2010年まで手堅く移行して

いたが，それ以降厳しい状況が継続している。ま

た，ゴム・ガラス用金型を製造する事業所は,

1994年に生じた減少が今日まで続いている。

　それらの型種毎の製造品出荷額に関する特徴

をまとめたものが図表3である。図表3では，製

造品出荷額のピーク時からの増減に従い，型種

を3つのタイプに類型化している。詳述すれば，

3種類のタイプとは，ピーク時から減少する型

種（ゴム・ガラス，プラスチック)，ピーク時

から堅調に推移する型種(プレス，鋳造（ダイ

カスト用を含む))，ピーク時から増加する型種

（鍛造）である。上記を踏まえ，製造品出荷額

の動向は型種間で異なる。さらに，そのような

型種間の差異は，時間を経るに連れて大きく

なっていると言えよう。

注：従業者4人以上の事業所を対象としている。
注：全ての型種は1991年の数値を基準値（1）としている。
出所：『工業統計表（品目編）』各年度版から筆者作成。

図表 2　1991 年から 2013 年までの型種別の製造品出荷額等の推移
（製造品出荷額の増減）
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3．企業規模別の製造品出荷額

　今度は，先ほどの3つのタイプに属するプラ

スチック用金型（減少する型種)，プレス用金

型（堅調に推移する型種)，鍛造用金型（増加

する型種）の3つの型種に絞り，企業規模別に

製造品出荷額の動向を見てみる。図表4は，先

ほどと同様に1991年を基準値(1)として，｢4～9

人｣，｢10～19人｣，｢20～99人｣，｢100人以上｣

の4つの従業員区分でプラスチック用金型の製

造品出荷額の増減を比較したものである。2013

年時点の規模の違いから把握すれば，全ての区

分でピーク時の6割以下の製造品出荷額にまで

落ち込んでいた。そのような傾向は特に「4～9

人」の事業所で顕著である。大まかな従業員区

分から確認すれば，19人以下の事業所はピーク

時の4割前後，20人以上の事業所が5割程度下落

している。また，先ほどの3時点を中心に時系

列で検討すれば，19人以下の事業所では2002年

時点から6割程度にまで落ち込み，2010年以降

に4割以下にまで下落している。そして，20人

以上の事業所では2010年以前まで堅調であった

が，それ以降に5割程度に急落している。

　また，プレス用金型製造企業の製造品出荷額

を従業員規模別で確認したものが図表5である。

2013年時点の規模別の差異に注目すれば，プレ

ス用金型では，従業員数19人以下の事業所の製

造品出荷額がピーク時の4割程度に落ち込んで

いることがわかる。それに対し，20人以上の事

業所は8割程度に留まっていることが理解でき

る。さらに，落ち込みを記録した3時点を中心

に時系列で把握すれば，19人以下の事業所では

2002年以降に6割を下回るようになり，2010年

から4割程度にまで激減している。そして，20

人以上の事業所では，2010年に6割程度にまで

落ち込むが，その後に8割前後にまで回復して

いる。このように，プレス用金型では企業規模

の違いで製造品出荷額の増減に明確な差が生じ

ていた。

図表3　ピーク時を基準とした型種別の製造品出荷額の推移
1994年 2002年 2010年 2013年

プレス用金型 やや減少(3割程度減少) やや減少(2割程度減少) 大幅に減少(5割程度減少) やや減少(3割程度減少)

鍛造用金型 やや減少(1割程度減少) やや増加(2割程度増加) やや増加(2割程度増加) やや増加(3割程度増加)

鋳造用金型
(ダイカスト用を含む) やや減少(3割程度減少) やや減少(2割程度減少) 大幅に減少(5割程度減少) やや減少(3割程度減少)

プラスチック用金型 やや減少(3割程度減少) やや減少(3割程度減少) 大幅に減少(5割程度減少) 大幅に減少(5割程度減少)

ゴム・ガラス用金型 やや減少(3割程度減少) 大幅に減少(4割程度減少) 大幅に減少(4割程度減少) 大幅に減少(5割程度減少)

出所：本稿に基づき筆者作成。
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注：従業者4人以上の事業所を対象としている。
注：全ての型種は1991年の数値を基準（1）としている。
出所：『工業統計表（品目編）』各年度版から筆者作成。

注：従業者4人以上の事業所を対象としている。
注：全ての型種は1991年の数値を基準（1）としている。
出所：『工業統計表（品目編）』各年度版から筆者作成。

図表 4　プラスチック用金型における規模別の製造品出荷額の推移（製造品出荷額の増減）

図表 5　プレス用金型における規模別の製造品出荷額の推移（製造品出荷額の増減）



－ 15 －

　次に，図表6は鍛造用金型の製造品出荷額を

従業員規模別にまとめたものである。2013年時

点に基づいて規模別の違いを分析すれば，一方

の従業員数19人以下の事業所はピーク時の8割

程度に留まっていることがわかる。他方の20人

以上の事業所では5割程度増加していることが

明らかになった。とりわけ，｢100人以上」の事

業所は顕著な製造品出荷額の増加が目立つ。さ

らに，3時点を踏まえて時系列で捕捉すれば，

19人以下の事業所が2002年以降に6割程度にま

で低迷することもあるが，おおよそ7割以上を

維持している。これとは対照的に，20人以上の

事業所は1994年以降，概ねピーク時よりも高い

製造品出荷額を維持し続けていることが理解で

きる。このように，鍛造用金型でも企業規模間

の違いを見出すことができる。以上の議論に従

い，従業員規模別の製造品出荷額を整理したも

のが図表7である。

　図表7のように整理すれば，従業員数19人以

下のプラスチック用金型製造事業所，20人以上

のプラスチック用金型製造事業所，19人以下の

プレス用金型製造事業所は，年々，製造品出荷

額の落ち込みに関する回復が鈍化していること

がわかる。また，従業員数20人以上のプレス用

金型製造事業所や19人以下の鍛造用金型製造事

業所は，製造品出荷額の下落に直面しながらも，

比較的堅調に推移していると言える。あるいは，

20人以上の鍛造用金型製造事業所は増減を繰り

返しながらも，製造品出荷額が増加し続けてい

ることが理解できる。そして，これらの型種間

の製造品出荷額の違いは，企業規模の拡大と共

に差が広がっていることが読み取れる。した

がって，金型製造企業の構造的な不況は型種間

だけでなく，企業規模間でも著しく異なること

が明らかになった。

　それでは，このような構造的な不況は如何な

る理由から生じ，金型製造企業がどのように対

処しているのであろうか。それらをプラスチッ

注：従業者4人以上の事業所を対象としている。
注：全ての型種は1991年の数値を基準（1）としている。
出所：『工業統計表（品目編）』各年度版から筆者作成。

図表 6　鍛造用金型における規模別の製造品出荷額の推移（製造品出荷額の増減）
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ク用金型，プレス用金型，鍛造用金型を製造す

る従業員数20人以上の企業9社に対して行った

聞き取り調査の内容から紐解くことにしよう。

調査対象とした企業の一覧は図表8の通りであ

る。9社を選定した理由は，各型種で売上額が

上位に位置し，主要な販売先が集中する自動車

関連の取引先企業を有していたためである。

Ⅲ．型種別に見た金型製造企業の事例

1．大手のプラスチック用金型製造企業

　まず，プラスチック用金型を製造する企業か

ら見ていく2)。売上額がプラスチック用金型製

造企業の中で第3位であったA社は，従業員数

が390名，資本金が1億円，売上額が58億8,800

万円（2011年）の新潟県に立地する金型専業企

業である。同社の売上額に占めるプラスチック

用金型の割合はほぼ100％である。A社の取引

図表7　企業規模別のプレス・プラスチック・鍛造用金型の製造品出荷額の推移
1994年 2002年 2010年 2013年

プラスチック用
金型

従業員19人
以下の事業所

やや減少
(3割程度減少)

大幅に減少
(4割程度減少)

大幅に減少
(6割程度減少)

大幅に減少
(6割程度減少)

従業員20人
以上の事業所

やや減少
(3割程度減少)

やや減少
(2割程度減少)

大幅に減少
(5割程度減少)

大幅に減少
(5割程度減少)

プレス用
金型

従業員19人
以下の事業所

大幅に減少
(4割程度減少)

大幅に減少
(4割程度減少)

大幅に減少
(6割程度減少)

大幅に減少
(6割程度減少)

従業員20人
以上の事業所

やや減少
(3割程度減少)

やや減少
(2割程度減少)

大幅に減少
(4割程度減少)

やや減少
(2割程度減少)

鍛造用
金型

従業員19人
以下の事業所

やや減少
(1割程度減少)

大幅に減少
(4割程度減少)

やや減少
(3割程度減少)

やや減少
(2割程度減少)

従業員20人
以上の事業所

やや減少
(1割程度減少)

大幅に増加
(5割程度増加)

大幅に増加
(4割程度増加)

大幅に増加
(5割程度増加)

出所：本稿に基づき筆者作成。

図表 8　事例企業 9社の一覧
社
名

メインで
製造する型種

順
位
本　社
所在地 事業形態 主　業 従　業 サブで

製造する型種 主要な販売先 従業員数
（人）

資本金額
（万円）

売上額
（百万円）

決算期年
（年）

A

プラスチック

3 新潟県 金型専業企業 金型・同部品等製造 自動車製造 390 10,000 5,888 2011

B 12 神奈川県 金型専業企業 金型・同部品等製造 電気音響機器製造 240 4,950 2,755 2011

C 14 岐阜県 金型専業企業 金型・同部品等製造 金型・同部品等製造 126 2,400 2,598 2011

D

プレス

5 静岡県 金型専業企業 金型・同部品等製造 自動車製造 217 9,800 4,154 2012

E 8 愛知県 金型専業企業 金型・同部品等製造 金属工作機械製造 160 9,000 3,267 2011

F 14 愛知県 金型兼業企業 金型・同部品等製造 金属工作機械製造 プラスチック 内燃機関電装品製造 110 9,050 2,150 2012

G

鍛造

2 大阪府 金型兼業企業 金型・同部品等製造 パッケージソフト業 粉末冶金 鉄鋼・同加工品卸 210 8,500 4,720 2011

H 7 福岡県 金型兼業企業 金型・同部品等製造 特殊産業用機器卸 鋲螺類製造 115 3,000 1,714 2011

I 12 大阪府 金型兼業企業 金型・同部品等製造 機械工具製造 ベアリング製造 48 3,600 714 2011
注：帝国データバンクとの共同研究の成果と聞き取り調査の結果による。
出所：本稿に基づき筆者作成。

2） 本稿で取り上げたプラスチック用金型製造企業の詳細は，藤川（2016b）を参照されたい。
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先は，自動車，電機，住宅設備，産業資材，公

共事業などに属する200社以上の企業である。

とりわけ，同社の売上額に占める自動車関連の

割合は5割程度であり，主に手掛けているのが

一体型のインストルメント・パネル（以下，イ

ンパネと略記）とそれに付随する部品などの内

装部品，バンパーなどの外装部品であった。A

社の売上額は，2008年に生じたリーマンショッ

ク後に4割程度にまで低下した。その大きな理

由は金型単価の大幅な低下である。具体的に述

べれば，同社が中国やインドに進出した日系の

自動車関連の企業から依頼される金型の価格が

急激に下落した。A社では，売上額の低下に対

し，希望退職者制度の活用や工場の閉鎖などの

組織のスリム化を図った。さらに，同社では，

海外から受注する採算が合わない金型を提携先

の韓国や中国のローカル企業に発注し，技術指

導料を回収することで対応していた。

　売上額第12位のB社は，従業員数が240名，

資本金が4,950万円，売上額が27億5,500万円

(2011）の神奈川県に本社がある金型専業企業

である。同社もプラスチック用金型の割合が

100％に近い。B社は，自動車，家電，産業資

材の業種に関連する多数の取引先を有しており，

売上額に占める各々の割合が50％，40％，10％

となっている。同社が手掛ける主要な金型は，

A社と同じく，一体型のインパネとそれに付随

する部品などの内装部品，バンパーなどの外装

部品向けである。B社の売上額は，2007年から

緩やかに落ち込み，リーマンショック以降に3

割以上減少した。そのような売上の落ち込みは，

金型の価格が半値になったことと密接に関係す

る。さらに，同社では一体型インパネやバン

パーなどの超大型の金型を除き，取引先企業か

ら中国や韓国のローカル企業を引き合いに出し

て価格交渉されることもあると言う。B社では，

売上額の落ち込みに対処するため，家電の完成

品製造企業の不振によって低迷したメキシコの

生産拠点を縮小した。そして，同社では韓国材

を使用するなどの金型部材の仕入れ先の見直し

を図った。ただし，B社では金型設計データと

射出成形した現物の誤差をCAEで検証し，そ

のデータを駆使した提案型営業も果敢に行って

いる。

　売上額第14位のC社は，従業員数が126名，

資本金が2,400万円，売上額が25億9,800万円

(2011年）の岐阜県に拠点を置く金型専業企業

である。同社の売上額はプラスチック用金型が

100％であり，そのうちの95％が自動車関連，

残りの5％が住宅設備関係である。C社が得意

とする金型は，自動車のセンター・クラスター

などのインパネのクラスターとそれに付随する

部品やドア周りの部品などの内装部品，ラジ

エーター・グリルなどの外装部品である。C社

の売上額は，ピーク時の2006年から右肩下がり

で推移し，リーマンショック以降に3割ほど下

落している。その理由は，2007年前後から始

まった完成品製造企業の現地調達化の強化によ

る金型単価の低迷である。同社では，2006年ま

で取引先企業のアメリカやブラジルなどの生産

拠点で利用する金型を国内で生産していた。し

かしながら，C社の取引先企業は，それ以降，

量産する生産拠点で金型を現地調達する方針へ

と切り替えるようになった。それに伴い，金型

単価は65％程度に下落した。このような現地調

達化の傾向は，リーマンショックを契機として

一層加速している。同社では，中国やタイなど

に少額で設立した生産拠点を起点として，海外

の日系企業から受けた仕事を協力関係にある現

地のローカル企業に仲介することで対処してい
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た。さらに，C社では経費削減のため，加工費

の安い中国の生産拠点で製造した金型部品を日

本の拠点で使用している。そして，同社では60

歳以上の従業員に対して社内外注制度も活用し

ている。また，C社では国内外の協力企業同士

で空き設備を融通し合うことや，金型の修理を

代行し合うことで顧客の利便性を高めることを

心掛けている。

2．大手のプレス用金型製造企業

　次に，プレス用金型を製造する企業を検討す

る3)。売上額がプレス用金型製造企業の中で第

5位であったD社は，従業員数が217名，資本金

が9,800万円，売上額が41億5,400万円（2012

年）の静岡県に立地する金型専業企業である。

同社の売上額に占めるプレス用金型の割合は

100％である。D社の主要な顧客は，複数の国

内自動車メーカーとその部品メーカーである。

同社では，サイドアウターやドアなどの外板関

係，フロアカーペットやルーフなどの内板関係

の金型を受注している。D社の売上額は，1990

年代後半から本格化した国内自動車メーカーの

海外事業展開の影響によって減少傾向にある。

また，同社では新規に高性能の工作機械を導入

しても，下がったチャージ代の回復に直結しな

いという問題を抱えていた。ただし，D社では

トライに用いる高価な機械式プレス機やCAE

も導入し，それらを活用して積極的な提案型営

業を行っている。そして，同社では国内需要の

減少を，アメリカ，中国，タイ，ブラジル，メ

キシコなどの海外からの受注で補填している。

2010年以降は，特に中国ローカルの自動車メー

カーからの受注が増加している。

　売上額第8位のE社は，従業員数が160名，資

本金が9,000万円，売上額が32億6,700万円

（2011年）の愛知県に本社を置く金型専業企業

である。同社では，売上額に占めるプレス用金

型の割合がほぼ100％であり，そのうちの90％

が親会社である自動車メーカーの生産技術を担

う会社が占める。E社が得意とする金型は，ド

ア，トランク，テールゲートなどの外板関係で

使用される。同社の売上額は，リーマンショッ

ク前の2007年をピークにして大幅に下降した。

そのようなE社の売上額の低迷は，金型単価の

下落と密接に関わっている。同社では，1999年

に発表された日産のリバイバルプランを端緒と

して金型価格が3割程度下落した。それに加え，

E社ではリーマンショック後に一番型以降の後

続型の現地調達化が本格化し，技術的に高度で

複雑な初型のみが国内に残った。このような一

番型は，従来から収益を圧迫するような価格設

定で発注されることが多いと言う。同社では厳

しい現状に即し，希望退職者制度の活用や賞与

の減額などを実施した。さらに，E社では韓国

のローカル企業に対して技術支援を行い，国内

で使用する鋳物の調達とその後の機械加工まで

を依頼する体制を構築している。また，同社で

は過去に使用したCADやCAMのデータを蓄積

し，ノウハウをデータベース化して工数の削減

を行っていた。

　売上額第14位のF社は，従業員数が110名，

資本金が9,050万円，売上額が21億5,000万円

(2012年）の愛知県に立地する金型兼業企業で

ある。同社の売上額の構成比率を確認すれば，

プレス用金型が37％，プラスチック用金型が

18％，治工具が35％，ツールが9％，電子機器

3） 本稿で取り上げたプレス用金型製造企業の詳細は，藤川（2014）を参照されたい。
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が1％であった。F社の主要な得意先企業は，

トヨタ関係の1次サプライヤー2社を含めた5社

であり，フロアカーペット，ルーフ，トランク

などの内板向けの金型を取引している。同社の

売上額はリーマンショックの影響で半減した。

その主な理由は，受注量が3割程度減少したこ

とである。また，自動車関連メーカーの調達部

門から依頼される金型価格が一段と厳しくなっ

たことも関係している。F社では，大幅な売上

額の減少に適合するため，軽微な物品購入にお

ける稟議制の導入，残業の抑制，別の事業部へ

の人員移動などの大幅な改革を実施した。そし

て，同社では設備投資を控えることなども同時

に行っている。さらに，F社では従業員の原価

管理に対する意識を徹底するため，見積の段階

から過去15年分の金型の原価構成を瞬時に参照

できるシステムの利用を推進している。また，

同社では日本の金型生産で使用する小物の部品

を中国のローカル金型製造企業から調達してい

る。それだけではなく，F社では価格に厳しい

調達部門よりも，生産技術部門から出る構想段

階から関わる難易度の高い新型を受注すること

を心掛けていた。それに加え，同社は主に利幅

が薄い新型を自社の中国工場や韓国のローカル

企業に依頼し，設計変更を伴う付加価値の高い

修正作業を日本の生産拠点で行う仕組みを構築

した。

3．大手の鍛造用金型製造企業

　最後に鍛造用金型を製造する企業を確認する4)。

売上額が鍛造用金型製造企業の中で第2位で

あったG社は，従業員数が210名，資本金が

8,500万円，売上額が47億2,000万円（2011年）

の大阪府に本社所在地を置く金型兼業企業であ

る。同社の売上額に占める鍛造用金型の割合は

75％前後であり，そのうちの8割以上が自動車

関連である。ただし，G社では特定の系列が3

割を超えないように幅広く取引を行っている。

同社では，ヘリカルギア，ベアリング，ハブ，

ボルト，ナットなどの冷間鍛造用金型を得意と

している。G社の売上額は，リーマンショック

の影響が大きく，2割前後にまで落ち込むこと

もあった。ただし，同社では2011年に急速に経

営成果が回復し，リーマンショック前の7割か

ら8割程度の売上にまで復調している。それは，

リーマンショック前に手掛けていたハイブリッ

ド関係の金型や韓国向けに輸出する金型が好調

なことが関係している。そして，過去最高の売

上額を記録し続けるG社のソフトウェア事業も，

同社の売上額の回復に大きく寄与した。G社で

は，更なる売上額の増加を目指すため，設計変

更を伴う金型の長寿命化の提案や単発型を複合

型にしてトータルコストを削減する提案などの

顧客の開発段階までも視野に入れた営業活動を

行っている。同社では，それらの提案型営業に

も自社のソフトウェア事業で培ったCAEの技

術を援用している。

　売上額第7位のH社は，従業員数が115名，資

本金が3,000万円，売上額が17億1,400万円

(2011年）の福岡県に立地する金型兼業企業で

ある。同社の売上の大半を占めるのが冷間鍛造

用金型であり，80社程度の事業所と取引がある。

ただし，自動車の鋲螺類を製造する上位1社に

対する売上依存度は5割を超えており，主にボ

ルトやナット向けの金型を供給している。H社

の売上額は，リーマンショックの影響で65％程

4） 本稿で取り上げた鍛造用金型製造企業の詳細は，藤川（2016a）を参照されたい。
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度にまで落ち込んだ。ただし，同社の売上額は，

2012年からリーマンショック前の9割前後にま

で回復する見通しであった。このような復調は，

金型の急速な仕事量の回復と堅調に推移する金

型単価が関係している。そして，H社では金型

の材料メーカーの行った超硬合金の値上げにも，

主要な取引先企業が対応してくれたことも少な

からず影響している。また，同社は取引先企業

が日本で使用する開発段階から関わった型から，

アメリカ，中国，タイなどの海外の生産拠点で

使用する金型までを国内で供給している。さら

に，各々の生産拠点で使用するリピート型も日

本から提供している。H社では，一時的に低下

した売上額に適合するため，意図的に手作業を

多くして高機能の設備を導入しないような工夫

を行っていた。そして，同社では，同じ個所の

作業を継続して行わせるなどの従業員の習熟度

を高めることを意識している。また，H社では

取引先企業と協力し，形状が複雑で寿命が短い

金型の設計を見直すなどの金型の耐久性を高め

る取り組みを行っている。それに加え，同社で

は一番の強みである納期遵守を武器に，中国，

近畿，中部地方にまで新規顧客の開拓を行って

いる。

　売上額第12位のＩ社は，従業員数が48名，資

本金が3,600万円，売上額が7億1,400万円（2011

年）の大阪府に本社がある金型兼業企業である。

同社では，冷間だけでなく，熱間や温間の金型

も生産する。Ｉ社の取引先は20社前後あり，そ

の中でも自動車のベアリングを生産する上位1

社が売上額の8割程度を占める。同社の主力と

する金型は，等速ジョイント，ハブ，バルブリ

フター，ボルト，ナットに使用されている。Ｉ

社の売上額は，リーマンショック直後に半分に

まで落ち込むこともあった。しかしながら，最

大の取引先企業であるベアリングメーカーが

ヨーロッパ市場と中国市場で好調であったため，

同社の売上額は2011年から回復基調にある。た

だし，Ｉ社の金型単価はリーマンショック以前

の価格帯に戻らず，金型の受注量がリーマン

ショック以前の水準にまで回復している状況で

あった。ちなみに，同社では得意先企業の国内

拠点に金型を提供しており，そこで獲得したリ

ピート型も含めて受注している。Ｉ社では，

リーマンショック後の売上額の下落に対処する

ため，役員の給与カットなどを行った。それだ

けでなく，同社では得意先企業に対して新型の

原価低減に関する提案を行い，金型単価の維持

や上昇に努めていた。また，Ｉ社は短納期対応

という強みを生かして現在の得意先企業の別の

生産拠点に営業を行い，関係性を深めながら多

くの金型を受注することを目指している。

Ⅳ．構造的な不況下における金型製造企業の

 競争力

1．競争力に関する 2つの焦点

　以上のプラスチック用金型，プレス用金型，

鍛造用金型の売上額上位に位置する金型製造企

業の取り組みを2つの競争力の焦点として整理

してみる5)。前述の通り，本稿では金型製造企

5） 本稿で用いる競争力は，藤本（2001）に依拠し，「その企業が提供する製品群ないし個別製品が，既存の顧客
を満足させ，かつ潜在的な顧客を誘引する力」と定義し，顧客から見える表層の競争力と見えない深層の競争
力の 2つがあると考えている。そして，本稿で注目する深層の競争力は，品質（Quality），コスト（Cost），納
期（Delivery），フレキシビリティ（Flexibility）から構成される。
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業の競争力を改善能力と対応能力の2つの次元

から把握する。一方の改善能力の次元とは，取

引先企業のニーズに適合するため，金型の品

質・コスト・納期の三軸で表現された三角錐の

体積をどこまで大きく拡張することができるの

かを競うことである。他方の対応能力の次元と

は，同じく取引先企業のニーズに適合するため，

金型の品質・コスト・納期の三軸で表現された

三角錐の頂点を如何に素早く柔軟に編集するこ

とができるのかを争うことである6)。上記の改善

能力と対応能力を図示すると図表9のようになる｡

　このような2つの競争力の焦点を用いて，

リーマンショック後の各社の取り組みを位置付

けたものが図表10である。改善能力の具体例を

挙げれば，｢金型製造企業同士の設備の融通

(C社)」や，｢高度な金型に移行するための提

案(B社，D社，G社，H社，Ｉ社)」が当てはま

る。また，対応能力の具体例は，｢金型そのも

のを海外へ外注(A社，C社，F社)」や，｢安価

な部材を海外から調達（B社，C社，E社，F

社)」が該当する。このような改善能力は，取

引先企業に対する能動的な取り組み，対応能力

が取引先企業に対する受動的な取り組みとして

解釈することもできる。別の言葉で表現すれば，

競争力の2つの次元は，対応能力，改善能力の

順に取引先企業との価格交渉力が増すと言える。

そして，価格交渉力は金型製造企業の経営成果

の回復に直結する。したがって，既述の型種間

で生じる経営成果の違いは競争力の次元から一

定程度の説明が可能である。すなわち，プラス

チック用金型製造企業は取引先企業から対応能

力を身に付けるための競争を求められ，改善能

力を十分に発揮することが困難な状況に陥って

いる恐れがある。それに対し，鍛造用金型製造

企業は取引先企業から対応能力を問われること

もあるが，改善能力を十分に評価してもらえる

状況を維持している可能性がある。言い換えれ

ば，プラスチック用金型製造企業は競争力の焦

出所：本稿に基づき筆者作成。

図表 9　金型製造企業の競争力に関する 2つの焦点

6） 2 つの競争力の次元に関する説明は，藤川（2014)(2016a)(2016b）も参照されたい。
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点が改善能力の次元から対応能力の次元へと移

行している。ところが，鍛造用金型製造企業は

競争力の焦点が改善能力の次元で留まっている。

　また，対応能力の次元へと競争力の焦点がシ

フトしてしまったプラスチック用金型製造企業

は，今後の技術の発展性を歪められることにも

留意する必要がある。つまり，一方の改善能力

の次元では，高品質，低コスト，短納期の金型

を製造することで競う。他方の対応能力の次元

は，意図的に品質を下げた金型を製造して争う

こともある。このように，プラスチック用金型

製造企業が対応能力のみを問う過度な競争を長

期間続ければ，技術開発を阻害されることも考

えられる。そのため，今後のプラスチック用金

型製造企業は，早急に取引先企業の要求水準に

応じた対応能力を身に付け，加えて改善能力で

取引先企業との価格交渉力を高めることを要す

ると言えよう。

2．競争力と後続型の関係

　上記の競争力の2つの次元における強調が型

種間で異なることは，取引先企業の後続型に対

する扱いにも如実に表れている。そもそも，後

続型は取引先企業が世界中にある生産拠点で同

じ金型を利用することから生じる。そして，従

来の後続型は，試作型や初型を受注した金型製

造企業に続けて発注されることが多かった。と

ころが，事例で見てきた通り，プラスチック用

金型やプレス用金型ではこのような慣習が崩れ

つつある。具体的に述べれば，インパネのクラ

スター向けの金型を生産するプラスチック用金

型製造企業C社は，リーマンショックまで取引

先企業のタイ，ブラジル，アメリカなどの海外

の生産拠点で使用する金型を全て国内で手掛け

てきた。しかしながら，同社の取引先企業は，

リーマンショック後に量産する生産拠点にて金

型を現地調達する方針に切り替えた。つまり，

C社では取引先企業が日本で量産を行っている

ため，国内での金型取引が継続できていると言

える。つまり，C社の金型は，初型から海外に

進出した日系企業やローカル企業によって代替

される恐れがある。そのような状況に対処する

ため，同社は取引先企業に追随するように海外

拠点を設け，後続型を確保するための努力を

行っていた。

　また，ドア向けの金型を主力とするプレス用

金型製造企業E社では，世界同時立ち上げが行

われるグローバル車種の場合，取引先企業のカ

ナダ，アメリカ，タイ，中国などの海外の生産

拠点で使用する金型を全て日本から供給してい

た。そして，同社では設計変更が頻繁に生じる

一番型の赤字を二番型以降に発揮されるCAD

図表 10　改善能力と対応能力の具体例
具体的な取り組み

改善能力 金型製造企業同士の設備の融通(C社)，生産技術部門からの受注(F社)，高度な金型に移行する
ための提案(B社，D社，G社，H社，I社)

対応能力

希望退職者制度の利用(A社)，生産拠点の縮小(A社，B社)，金型そのものを海外へ外注(A社，C
社，F社)，安価な部材を海外から調達(B社，C社，E社，F社)，社内外注制度の活用(C社)，給
与や賞与の減額(E社，I社)，ノウハウのデータベース化(E社，F社)，物品購入のための稟議制
の導入(F社)，残業の抑制(F社)，設備投資の抑制(F社，H社)，他部署への人員の移動(F社）

注：必ずしも全ての企業活動を網羅できているわけではない。
出所：本稿に基づき筆者作成。
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やCAMデータの流用や製造上の工夫で補填し，

トータルとして黒字化してきた。ところが，同

社ではリーマンショックから，赤字に陥り易い

一番型のみを日本で生産するようになった。そ

して，二番型以降は現地に展開した自動車メー

カーの工機部門を担う子会社が制作している。

すなわち，E社の金型は後続型が海外に進出し

た日系企業によって代替されていた。そのこと

を踏まえ，同社では，以前と変わらない価格帯

の一番型を黒字化するための絶え間ない原価低

減活動を実施していた。

　あるいは，ボルトやナット向けの金型を手掛

ける鍛造用金型製造企業H社は，従来から取引

先企業の試作型，初型，後続型の全てを日本で

生産してきた。そして，同社ではリーマン

ショック後も変わらず，取引先企業のアメリカ，

中国，タイなどの海外拠点の発注担当者と直接

やり取りし，試作型から後続型までを国内から

供給している。また，H社は各々の海外拠点で

発生するリピート型も日本から輸出している。

これらのことは，海外で調達可能な鍛造用金型

の納期や耐久性に問題があることと密接に関連

する7）。したがって，同社の金型は試作型から

後続型まで海外で生産できない代替不可能なも

のであった。それだけに留まらず，H社では，

長寿命化を図るための金型設計の見直しを取引

先企業と共に行っていた。さらに，同社では高

い耐久性と短い納期を活かして提案型営業も展

開している。

3．型種間における競争力の違い

　上記の後続型の議論に基づけば，所与の金型

を巡って競争する金型製造企業は改善能力が一

定値を超えると対応能力が問われるようになる。

ただし，この改善能力の閾値や習熟速度が型種

や成形加工する部品によって異なる。つまり，

先ほど見てきたプラスチック用金型の場合は，

海外で金型を製造する企業の改善能力が既に閾

値を超えてしまったため，国内外で対応能力を

争うグローバルな競争へと移行している状態に

ある。また，プレス用金型の場合は，海外で金

型を製造する企業の改善能力が閾値に近づいて

いるため，徐々に国内で対応能力を問う競争へ

とシフトし始めている状態にある。あるいは，

鍛造用金型の場合は，海外で金型を製造する企

業の改善能力が閾値に遠く及ばず，国内外で改

善応力を高める競争のままで留まっている状態

にある。

　このような競争力の2つの次元における強調

の違いは，需要構造が関係する。すなわち，プ

レス用金型やプラスチック用金型の需要は，自

動車産業や家電産業において展開された多品種

な製品ラインナップと頻繁なモデルチェンジか

ら生じていた。そして，このような完成品製造

企業同士の過熱したモデル間競争は，プレス用

金型とプラスチック用金型における1990年代初

頭までの企業数や生産額の増加に繋がり，リーマ

ンショック以前の不況期でさえも行われることも

あった。それに対し，鍛造用金型の需要は塑性加

工と機械加工の多工程を要する部品をより低予算

で歩留まり良くするために生じていた8）。した

がって，リーマンショック以降も，海外事業展

開を本格化する完成品製造企業が現地の安価な

製品価格に適合するため，鍛造用金型製造企業

7） ただし，中国で調達することができる台湾の金型製造企業が生産する鍛造用金型の納期や耐久性のレベルは
年々上昇しており，使用可能なものもあるとのことであった。

8） 遠山（2001）70 ～ 71 頁。



－ 24 －

に対して改善能力の高度化を求めていたとも推

測できる。言い換えれば，鍛造用金型はプラス

チック用金型やプレス用金型と異なり，リーマ

ンショック後も改善能力の閾値が上昇し続けて

いる可能性がある。

　また，強調の違いは技術特性とも関連する。

まず，プラスチック用金型とプレス用金型は製

造に要する技術が異なる。一方のプラスチック

用金型は，射出して一度に対象物を成形するも

のが多い。それに対し，プレス用金型は，剪断，

曲げ，絞りなどの特定の機能を満たす複数の加

工工程から構成され，対象物を徐々に形作って

いく。つまり，一方のプラスチック用金型は対

象物から金型を比較的イメージし易い。他方の

プレス用金型は，対象物から金型をイメージす

ることが困難である。このような違いがあるた

め，プラスチック用金型は高度な3次元CADシ

ステムや高性能の工作機械を活用することによ

り，海外で金型を製造する企業の改善能力が高

まり易い。そして，プレス用金型はそれらの設

備を用いた場合でも，設計上のノウハウや手作

業の微修正が依然として求められるため，海外

で金型を製造する企業の改善能力が高まり難い

と言えよう。同様に，プレス用金型と鍛造用金

型の製造に要する技術も違う。両者は共に対象

物を加工するために複数の工程が必要である。

ただし，鍛造用金型は加工する際の金型に対す

る負荷が大きく，リピート型が定期的に発生す

る。そのことから，鍛造用金型はプレス用金型

よりも，長寿命化することによってトータルコ

ストを改善する工夫を図る余地があり，海外で

金型を製造する企業の改善能力がより高まり難

いとも考えられる。

Ⅴ . おわりに

　本稿では，大手のプラスチック用金型製造企

業，プレス用金型製造企業，鍛造用金型製造企

業の経営成果とそれに関わる取り組みの相違を

改善能力と対応能力の結び付きの中から検討し

た。詳述すれば，プラスチック用金型を製造す

る企業の競争力では改善能力の次元から対応能

力の次元へと移行していることを述べた。また，

プレス用金型を製造する企業の競争力では改善

能力の次元から対応能力の次元へとシフトが進

み始めていることを指摘した。あるいは，鍛造

用金型を製造する企業の競争力では改善能力の

次元のまま留まっていることを明らかにした。

そして，改善能力から対応能力へ移行すること

が金型製造企業の経営成果の回復を鈍化させて

いることを主張した。さらに，型種間の競争力

の2つの次元における強調の違いは，需要構造

や技術特性と密接な関わりを持ち，金型製造企

業の経営成果や企業行動の相違を説明できるこ

とも論じた。ただし，本稿では，型種間の企業

規模別のそれらの差異にまで踏み込んだ考察を

行うことができなかった。その点は，型種の異

なる小規模な金型製造企業に対する企業調査を

積み重ねることから解明していく予定である。
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